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連結持分変動計算書 

(単位：百万円) 

  

親会社の所有者に帰属する持分 

資本金 
資本 
剰余金 

自己株式 

その他の資本の構成要素 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

その他の 
包括利益を 
通じて 

公正価値で 
測定する 
金融資産 

キャッシュ 
・フロー 
・ヘッジ 

2015年３月31日残高 160,339 146,515 △159 91,540 106,604 △3,586 
当期純利益             
その他の包括利益    △52,540 △5,683 △2,560 

当期包括利益 － － － △52,540 △5,683 △2,560 
自己株式の取得  △0 △2    
配当金       
支配が継続している 
子会社に対する 
親会社の持分変動 

   650  7 

その他の資本の構成要素 
から利益剰余金への振替 

    △2,016  

その他の増減       
所有者との取引等合計 － △0 △2 650 △2,016 7 

2016年３月31日残高 160,339 146,514 △161 39,649 98,904 △6,139 
  

  

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 

その他の資本の 
構成要素 

利益 
剰余金 

親会社の 
所有者に 
帰属する 
持分合計 

確定給付 
制度の 
再測定 

その他の 
資本の 
構成要素 
合計 

2015年３月31日残高 － 194,557 49,731 550,983 39,672 590,656 
当期純利益   36,526 36,526 △39 36,486 
その他の包括利益 △1,122 △61,905  △61,905 △2,986 △64,892 

当期包括利益 △1,122 △61,905 36,526 △25,379 △3,025 △28,405 
自己株式の取得    △2  △2 
配当金   △9,382 △9,382 △1,763 △11,145 
支配が継続している 
子会社に対する 
親会社の持分変動 

 657 5,266 5,924 △5,988 △64 

その他の資本の構成要素 
から利益剰余金への振替 

1,122 △893 893 －  － 

その他の増減   △1,789 △1,789 468 △1,321 
所有者との取引等合計 1,122 △236 △5,011 △5,250 △7,283 △12,533 

2016年３月31日残高 － 132,415 81,245 520,353 29,363 549,716 
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(ご参考) 

(単位：百万円) 

  

親会社の所有者に帰属する持分 

資本金 
資本 
剰余金 

自己株式 

その他の資本の構成要素 

在外営業 
活動体の 
換算差額 

その他の 
包括利益を 
通じて 

公正価値で 
測定する 
金融資産 

キャッシュ 
・フロー 
・ヘッジ 

2014年４月１日残高 160,339 146,515 △157 59,373 60,687 △443 
当期純利益             
その他の包括利益    31,687 46,603 △3,115 

当期包括利益 － － － 31,687 46,603 △3,115 
自己株式の取得  △0 △1    
配当金       
支配が継続している 
子会社に対する 
親会社の持分変動 

   479  △27 

その他の資本の構成要素 
から利益剰余金への振替 

    △687  

その他の増減       
所有者との取引等合計 － △0 △1 479 △687 △27 

2015年３月31日残高 160,339 146,515 △159 91,540 106,604 △3,586 
  

  

親会社の所有者に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 

その他の資本の 
構成要素 

利益 
剰余金 

親会社の 
所有者に 
帰属する 
持分合計 

確定給付 
制度の 
再測定 

その他の 
資本の 
構成要素 
合計 

2014年４月１日残高 － 119,617 33,538 459,853 33,105 492,959 
当期純利益   33,075 33,075 4,575 37,650 
その他の包括利益 △903 74,271  74,271 2,996 77,268 

当期包括利益 △903 74,271 33,075 107,347 7,571 114,919 
自己株式の取得    △2  △2 
配当金   △5,629 △5,629 △2,320 △7,950 
支配が継続している 
子会社に対する 
親会社の持分変動 

 451 652 1,103 1,808 2,912 

その他の資本の構成要素 
から利益剰余金への振替 

903 216 △216 －  － 

その他の増減   △11,688 △11,688 △493 △12,182 
所有者との取引等合計 903 668 △16,883 △16,216 △1,005 △17,222 

2015年３月31日残高 － 194,557 49,731 550,983 39,672 590,656 
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連結注記表 

 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結計算書類の作成基準 

当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定に基づき国際会計基準(以下、「IFRS」という。)に従っ

て作成しております。 

なお、同項後段の規定に基づき、IFRSにて要請される記載及び注記の一部を省略しております。 

 

２．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 286社 

主な連結子会社は以下のとおりであります。 

  

双日エアロスペース㈱、双日マリンアンドエンジニアリング㈱、日商エレクトロニクス㈱、双日マシナリー㈱、 

双日プラネット㈱、プラマテルズ㈱、双日建材㈱、双日ファッション㈱、双日食料㈱、双日九州㈱、 

双日米国会社、双日欧州会社、双日アジア会社、双日香港会社 

 

３．持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社の数 110社 

主な持分法適用会社は以下のとおりであります。 

  

㈱メタルワン、エルエヌジージャパン㈱、㈱JALUX 

 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 金融資産 

当社グループは、IFRS第９号「金融商品」(2010年版)を適用しております。 

金融資産はその当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産及び償却原価で測定する金融資産に分類しております。当社グループでは、償却原価で測定す

る金融資産については発生日に当初認識しており、それ以外の金融資産については取引日に当初認識しております。 

金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は金融資産のキャッ

シュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてが

移転している場合において、認識を中止しております。 

 

(a) 償却原価で測定する金融資産 

次の条件がともに満たされる金融資産を償却原価で測定する金融資産に分類しております。 

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、資

産が保有されている。 

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の

日に生じる。 

償却原価で測定する金融資産は、当初認識時に、公正価値にその取得に直接起因する取引コストを加算して測

定しております。また、当初認識後は実効金利法に基づく償却原価で測定しております。 
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(b) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 

償却原価で測定する金融資産に分類されずに公正価値で測定することとされた金融資産のうち、その公正価値

の事後的な変動をその他の包括利益に表示するという選択をした資本性金融商品への投資以外の金融資産につい

ては、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。純損益を通じて公正価値で測定する金

融資産には、売買目的で保有する金融資産が含まれます。 

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値により測定し、その取得に直接起因す

る取引コストは、発生時に純損益で認識しております。また、当初認識後は公正価値で測定し、その事後的な変

動を純損益として認識しております。 

 

(c) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 

償却原価で測定する金融資産に分類されずに公正価値で測定することとされた金融資産のうち、売買目的では

ない資本性金融商品への投資については、当初認識時に、その公正価値の事後的な変動をその他の包括利益に表

示するという取消不能な選択を行うことが認められており、当社グループでは金融商品ごとに当該指定を行って

おります。 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に、公正価値にその取得に直接起因す

る取引コストを加算して測定しております。また、当初認識後は公正価値で測定し、その事後的な変動をその他

の包括利益として認識しております。その他の包括利益として認識した金額は、認識を中止した場合、もしくは

公正価値が著しく低下した場合にその累積額を利益剰余金に振り替えており、純損益には振り替えておりません。

なお、配当については純損益として認識しております。 

 

② 棚卸資産 

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のうちいずれか小さい額で測定しております。 

棚卸資産の取得原価は、購入原価、加工費及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他のコ

ストのすべてを含んでおり、主として平均法に基づいて算定しております。代替性がない棚卸資産は個別法に基づ

いて算定しております。 

なお、トレーディング目的で取得した棚卸資産については、売却コスト控除後の公正価値で測定し、公正価値の

変動を純損益で認識しております。 

 

③ 有形固定資産 

当社グループは、有形固定資産の当初認識後の測定について原価モデルを採用しており、取得原価から減価償却

累計額及び減損損失累計額を控除した価額をもって計上しております。 

取得原価には、資産の取得に直接関連するコストが含まれております。有形固定資産の重要な構成要素について、

異なる費消が行われる場合、それぞれ別個の有形固定資産項目として会計処理をしております。 

 

④ のれん及び無形資産 

(a) のれん 

のれんは取得価額から減損損失累計額を控除した価額をもって計上しております。 

 

(b) 無形資産 

当社グループは無形資産の当初認識後の測定について原価モデルを採用しており、取得原価から償却累計額及

び減損損失累計額を控除した価額をもって計上しております。 

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。企業結合で取得した無形資産の取得

原価は、取得日時点の公正価値としております。自己創設無形資産については、資産認識の要件を満たすものを

除き、関連する支出は発生時に費用処理しております。資産の認識基準を満たす自己創設無形資産は、認識基準

を最初に満たした日以降に発生する支出の合計額を取得原価としております。 
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⑤ 投資不動産 

投資不動産とは、賃料収入又はキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保有する不動産

であります。通常の営業過程で販売するものや、商品又はサービスの製造・販売、もしくはその他の管理目的で使

用する不動産は含まれておりません。 

当社グループは投資不動産の当初認識後の測定について原価モデルを採用しており、取得原価から減価償却累計

額及び減損損失累計額を控除した価額をもって計上しております。 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

有形固定資産は、各構成要素の見積耐用年数にわたり、主として定額法により減価償却を行っております。 

 

② 無形資産 

耐用年数を確定できる無形資産は、鉱業権を除き、見積利用可能期間にわたって定額法により償却し、鉱業権に

ついては、主として見積埋蔵量に基づく生産高比例法により償却しております。 

 

③ 投資不動産 

減価償却については、見積耐用年数にわたり、主として定額法により減価償却を行っております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

引当金は、過去の事象の結果として現在の債務(法的債務又は推定的債務)を有しており、当該債務を決済するため

に経済的便益を有する資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積が可能である場

合に認識しております。 

貨幣の時間的価値の影響に重要性がある場合、当該負債に特有のリスクを反映させた現在の税引前の割引率を用い

て割引いた金額で引当金を計上しております。 

 

(4) 退職給付に係る負債 

確定給付制度は、確定拠出制度以外の退職給付制度であります。確定給付制度債務は、制度ごとに区別して、従業

員が過年度及び当年度において提供したサービスの対価として獲得した将来給付額を見積り、当該金額を現在価値に

割り引くことによって算定しております。制度資産の公正価値は当該算定結果から差し引いております。 

割引率は、当社グループの確定給付制度債務と概ね同じ満期日を有するもので、かつ支払見込給付と同じ通貨建て

の、主として報告日における信用格付けAAの債券の利回りであります。 

過去勤務費用は、即時に純損益で認識しております。 

当社グループは、確定給付制度から生じるすべての確定給付負債(資産)の純額の再測定を即時にその他の包括利益

で認識しており、直ちに利益剰余金に振り替えております。 

 

(5) 外貨換算 

① 外貨建取引の換算 

外貨建取引は、取引日における為替レートで各社の機能通貨に換算しております。 

期末日における外貨建貨幣性項目は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しております。 

貨幣性項目の為替換算差額は、発生する期間の純損益で認識しております。 

外貨建ての取得原価により測定する非貨幣性項目は、取引日の為替レートで機能通貨に換算しております。外貨

建ての公正価値により測定する非貨幣性項目は、当該公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に換算して

おります。非貨幣性項目の為替換算差額は、非貨幣性項目に係る利得又は損失をその他の包括利益に認識する場合

には、当該利得又は損失の為替部分はその他の包括利益に認識し、非貨幣性項目に係る利得又は損失を純損益に認

識する場合には、当該利得又は損失の為替部分は純損益で認識しております。 
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② 在外営業活動体の換算 

在外営業活動体の資産及び負債は、取得により発生したのれん及び公正価値の調整額を含め、期末日の為替レー

トで表示通貨に換算しております。また、在外営業活動体の収益及び費用は、為替レートが著しく変動している場

合を除き、期中の平均レートで表示通貨に換算しております。 

為替換算差額はその他の包括利益で認識しております。当社グループの在外営業活動体が処分される場合、当該

在外営業活動体に関連した為替換算差額の累計額は処分時に純損益に振り替えております。 

なお、当社グループは、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」の免除規定を採用し、移行日に存在してい

た累積換算差額を利益剰余金に振り替えております。 

 

(6) デリバティブ及びヘッジ会計 

当社グループでは、為替変動リスク、金利変動リスク及び商品価格変動リスクをヘッジするために、先物為替予約

取引、金利スワップ取引、商品先物・先渡取引などのデリバティブ取引を行っております。 

当社グループでは、ヘッジの開始時においてヘッジ関係並びにヘッジの実施についてのリスク管理目的及び戦略の

公式な指定及び文書化を行っております。当該文書にはヘッジ手段の特定、ヘッジの対象となる項目又は取引、ヘッ

ジされるリスクの性質、及びヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の公正価値又はキャッシュ・フローの変動に

対するエクスポージャーを相殺するに際してのヘッジ手段の有効性の評価方法が含まれております。また、当社グル

ープでは、これらのヘッジについて、ヘッジされたリスクに起因する公正価値またはキャッシュ・フローの変動を相

殺するに際し極めて有効であると見込んでおりますが、ヘッジ指定されていた会計期間を通じて実際に極めて有効で

あったか否かを判断するために、継続的に評価しております。 

デリバティブは公正価値で当初認識しております。また、当初認識後は公正価値で測定し、その事後的な変動は次

のとおり処理しております。 

 

① 公正価値ヘッジ 

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値変動は純損益として認識しております。また、ヘッジされたリスクに

対応するヘッジ対象の公正価値の変動については、ヘッジ対象の帳簿価額を修正して、純損益として認識しており

ます。 

 

② キャッシュ・フロー・ヘッジ 

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値変動のうち有効なヘッジと判定される部分は、その他の包括利益とし

て認識しております。 

その他の包括利益に認識した金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を与える会計期間においてその他の

資本の構成要素から純損益に振り替えております。但し、予定取引のヘッジがその後において非金融資産または非

金融負債の認識を生じさせるものである場合には、その他の包括利益に認識した金額を当該非金融資産又は非金融

負債の当初の帳簿価額の修正として処理しております。 

ヘッジ手段が失効、売却、終結又は行使された場合、ヘッジがヘッジ会計の要件を満たしていない場合及びヘッ

ジ指定を取り消した場合には、ヘッジ会計を将来に向けて中止しております。予定取引の発生がもはや見込まれな

い場合には、その他の包括利益として認識した金額は、即時にその他の資本の構成要素から純損益に振り替えてお

ります。 
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③ 純投資のヘッジ 

キャッシュ・フロー・ヘッジと同様に会計処理を行い、ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値変動のうち有

効なヘッジと判定される部分はその他の包括利益として認識しております。その他の包括利益に認識したヘッジの

有効部分は、在外営業活動体の処分時にその他の資本の構成要素から純損益に振り替えております。 

 

④ ヘッジ指定されていないデリバティブ 

デリバティブの公正価値の変動は純損益として認識しております。 

 

(7) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

５．会計方針の変更 

当社グループは、前連結会計年度の連結計算書類において適用した会計方針と同一のものを適用しており、重要な変

更はありません。 
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連結財政状態計算書に関する注記 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 債務の担保に供している資産 

（単位：百万円） 

  
当連結会計年度末 
(2016年３月31日) 

担保提供資産   

 棚卸資産 6,545 

 有形固定資産 53,022 

 投資不動産 4,034 

 その他の投資 8,574 

 その他 4,072 

合計 76,249 

対応債務  

 営業債務及びその他の債務 6,708 

 社債及び借入金 34,896 

合計 41,605 

(注) 債務の担保に供している資産は上記のほか、連結上消去されている子会社株式があります。 

 

(2) 取引保証金等の代用として供している資産 

（単位：百万円） 

  
当連結会計年度末 
(2016年３月31日) 

棚卸資産 358 

有形固定資産 264 

無形資産 2,549 

持分法で会計処理されている投資 49,208 

その他の投資 1,052 

その他 374 

合計 53,806 

(注) 取引保証金等の代用として供している資産は上記のほか、連結上消去されている子会社株式があります。 

 

２．営業債権及びその他の債権から直接控除した貸倒引当金 50,043 百万円 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額      236,251 百万円 

 

４．保証債務の明細 

（単位：百万円） 

  
当連結会計年度末 
(2016年３月31日) 

持分法適用会社の債務に対する保証 18,070 

第三者の債務に対する保証 1,916 

合計 19,986 

(注) 上記保証債務は、主として金融機関からの借入金に対する保証であります。 
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連結持分変動計算書に関する注記 

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式 1,251,499,501 株 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2015年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 4,378 ３円50銭 2015年３月31日 2015年６月24日 

2015年11月５日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 5,004 ４円00銭 2015年９月30日 2015年12月１日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

2016年６月16日開催予定の第13期定時株主総会の議案として、普通株式の期末配当に関する事項を次のとおり提案

しております。 

普通株式の配当に関する事項 

① 配当金の総額 5,004 百万円 

② 配当の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 4円00銭 

④ 基準日 2016年３月31日 

⑤ 効力発生日 2016年６月17日 

 

３．剰余金 

超インフレ国の財務諸表を表示通貨へ換算する際に生じる為替換算差額は、前連結会計年度において、△11,754百万

円であり、利益剰余金の「その他の増減」に計上しております。 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、総合商社として、物品の売買及び貿易業をはじめとして、国内及び海外における各種製品の製造・

販売やサービスの提供、各種プロジェクトの企画・調整、各種事業分野への投資、並びに金融活動などグローバルに多

角的な事業を行っております。 

これらの事業を行うため、長期調達比率の目標を定めた上で、金融機関からの借入による間接調達のほか、社債やコ

マーシャル・ペーパーの発行、債権流動化による直接調達によって、資金調達構造の安定性維持・向上を図っておりま

す。 

また、当社グループは、貿易業や事業投資を通じた外貨建の取引などに伴う為替変動リスク、資金の調達や運用など

に伴う金利変動リスク、営業活動における売買契約・在庫商品などに伴う商品価格変動リスク、並びに上場有価証券の

保有などに伴う価格変動リスクなどの市場リスクにさらされております。これらのリスクを回避あるいはミニマイズす

るために、先物為替予約取引、商品先物・先渡取引、金利スワップ取引などのデリバティブ取引を行っております。 

 

２．金融商品の公正価値等に関する事項 

当連結会計年度末における主な金融商品の種類別の帳簿価額、公正価値については、以下のとおりであります。 

(単位：百万円) 

  

当連結会計年度末 
(2016年３月31日) 

帳簿価額 公正価値 

金融資産     

 営業債権及びその他の債権     

  受取手形及び売掛金 465,217 465,049 

 その他の投資   

  純損益を通じて公正価値で測定する 
    金融資産 

866 866 

  その他の包括利益を通じて公正価値で 
    測定する金融資産 

172,751 172,751 

 デリバティブ金融資産 6,757 6,757 

合計 645,592 645,425 

金融負債   

 営業債務及びその他の債務   

  支払手形及び買掛金 362,804 362,804 

 社債及び借入金   

  社債(１年内償還予定の社債を含む) 79,771 81,683 

  長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む) 775,233 795,992 

 デリバティブ金融負債 8,729 8,729 

合計 1,226,539 1,249,210 

 

上記の公正価値の算定方法は次のとおりであります。 

(a) 受取手形及び売掛金 

一定の期間ごとに区分した債権ごとに、その将来キャッシュ・フローを、期日までの期間及び信用リスクを加味し

た利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

(b) その他の投資 

上場株式については、取引所の価格によっております。非上場株式については、割引将来キャッシュ・フローに基

づく評価技法、類似会社の市場価格に基づく評価技法、純資産価値に基づく評価技法、その他の評価技法を用いて算

定しております。 
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(c) デリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債 

通貨関連デリバティブ 

為替予約取引、直物為替先渡取引、通貨オプション取引及び通貨スワップ取引については、決算日の先物為替相場

に基づき算出しております。 

 

金利関連デリバティブ 

将来キャッシュ・フローを満期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。 

 

商品関連デリバティブ 

商品先物取引については、期末日現在の取引所の最終価格により算定しております。商品先渡取引及び商品スワッ

プ取引については、一般に公表されている期末指標価格に基づいて算定しております。 

 

(d) 支払手形及び買掛金 

一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを、期日までの期間及び信用リスクを加味し

た利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

(e) 社債及び長期借入金 

社債については、市場価格に基づき算定しております。 

長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。 
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投資不動産に関する注記 

１．投資不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビル、賃貸商業施設等を所有しております。 

 

２．投資不動産の公正価値に関する事項 

当連結会計年度末における帳簿価額及び公正価値については、以下のとおりであります。 

 (単位：百万円) 

  
当連結会計年度末 
(2016年３月31日) 

帳簿価額 18,369 

公正価値 19,957 

(注) １．帳簿価額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．公正価値は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額及び「不動産鑑定評価基準」を参

考に当社グループで算定した金額であります。これらは、市場公開価格や取引事例法、DCF法により測定し

ております。また、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額(実勢価格又は査定価格)や

適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指

標を用いて調整した金額によっております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

基本的１株当たり利益      29円20銭 

 

重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

(備考)連結計算書類において、百万円単位の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
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(ご参考)連結純損益及びその他の包括利益計算書 

(単位：百万円) 

  
当連結会計年度 

(2015年４月１日～ 
2016年３月31日) 

前連結会計年度 
(2014年４月１日～ 
2015年３月31日) 

当期純利益 36,486 37,650 

その他の包括利益    

 純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で 
測定する金融資産 

△5,677 46,787 

確定給付制度の再測定 △1,148 △925 

純損益に振り替えられることのない項目合計 △6,826 45,862 

 純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額 △55,481 34,811 

キャッシュ・フロー・ヘッジ △2,583 △3,405 

純損益にその後に振り替えられる可能性のある 
項目合計 

△58,065 31,405 

 税引後その他の包括利益 △64,892 77,268 

当期包括利益 △28,405 114,919 
   

当期包括利益の帰属：    

 親会社の所有者 △25,379 107,347 

 非支配持分 △3,025 7,571 

 計 △28,405 114,919 
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 (ご参考)セグメント情報 

① 報告セグメントの概要 

当社は、従来の商品分野を中心とする組織に加え、機能や産業領域を基にする組織も取り入れた体制の構築を目的

とし、2015年４月１日付にて４部門・９本部制を廃止し、９つの本部に再編しております。これに伴い、報告セグメ

ントの区分方法を変更しております。なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の区分方法により

作成しております。 

 報告セグメントの主な商品・サービスは「１．企業集団の現況に関する事項 (2) 企業集団の主要な事業セグメン

ト」に記載しております。 

 

② 報告セグメントに関する情報 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、法人所得税費用の計算方法を除き、連結財務諸表作成におけ

る会計処理の方法と概ね同一であります。 

セグメント間の取引は市場実勢価格又は第三者間取引価格に基づいております。 

当連結会計年度より、当社グループの経営管理指標に基づき開示項目を見直しの上、変更しております。なお、前

連結会計年度のセグメント情報については、変更後の項目により作成しております。 
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当連結会計年度(2015年４月１日～2016年３月31日) 

 (単位：百万円) 
  報告セグメント 

 自動車 
航空産業・ 

情報 
環境・産業 
インフラ 

エネルギー 石炭・金属 化学 
食料・アグリ 
ビジネス 

収益        

 外部顧客からの収益 141,155 91,788 106,568 74,169 270,055 409,332 187,437 

 セグメント間収益 15 1,676 20 10 3 20 12 

収益合計 141,170 93,465 106,589 74,180 270,059 409,352 187,449 

売上総利益 25,082 26,298 17,731 2,421 9,075 40,731 18,116 

営業活動に係る利益 4,704 5,640 3,702 △8,438 △4,113 12,954 6,510 

持分法による投資損益 4,553 325 603 3,902 8,156 1,251 662 
当期純利益又は当期純損失
(△)(親会社の所有者に帰属) 

5,916 3,127 2,174 △6,935 4,661 8,985 5,009 

セグメント資産 131,951 164,187 164,538 140,037 390,478 261,698 132,132 

 (その他の資産項目)        
持分法で会計処理されている
投資 

14,393 1,596 17,183 58,286 217,937 12,693 24,941 

資本的支出 1,558 4,797 11,574 5,152 4,297 762 2,270 
        

売上高（注）        

外部顧客への売上高 317,770 627,883 279,264 133,003 494,624 622,956 365,197 
        
 
  報告セグメント 

その他 調整額 連結 

 

  生活資材 
リテール 
事業 

計  

収益        

 外部顧客からの収益 179,420 154,831 1,614,760 43,312 － 1,658,072  

 セグメント間収益 112 460 2,333 596 △2,929 －  

収益合計 179,532 155,292 1,617,093 43,908 △2,929 1,658,072  

売上総利益 18,907 18,484 176,850 5,513 △1,624 180,739  

営業活動に係る利益 4,708 3,547 29,216 37 △10 29,242  

持分法による投資損益 838 2,857 23,150 13 △0 23,163  
当期純利益又は当期純損失
(△)(親会社の所有者に帰属) 

3,058 3,442 29,439 4,686 2,400 36,526  

セグメント資産 214,661 135,899 1,735,585 142,341 178,742 2,056,670  

 (その他の資産項目)        
持分法で会計処理されている
投資 

9,694 16,401 373,129 4,569 △101 377,597  

資本的支出 709 903 32,026 1,476 － 33,503  
        

売上高（注）        

外部顧客への売上高 902,480 216,858 3,960,040 46,609 － 4,006,649  
  
当期純利益又は当期純損失(△)(親会社の所有者に帰属)は、連結純損益計算書の当期純利益(親会社の所有者に帰属)を

もとに調整を行っております。 

当期純利益又は当期純損失(△)(親会社の所有者に帰属)の調整額2,400百万円には、当社において発生する実際の法人

所得税費用と、社内で設定している計算方法により各セグメントに配分した法人所得税費用との差異1,766百万円、各セ

グメントに配分していない全社資産に関わる受取配当金等633百万円が含まれております。 
  
セグメント資産の調整額178,742百万円には、セグメント間取引消去等△74,360百万円、各セグメントに配分していな

い全社資産253,102百万円が含まれており、その主なものは当社における現預金等の余資運用資産及び有価証券等であり

ます。 
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前連結会計年度(2014年４月１日～2015年３月31日) 

 (単位：百万円) 
  報告セグメント 

 自動車 
航空産業・ 

情報 
環境・産業 
インフラ 

エネルギー 石炭・金属 化学 
食料・アグリ 
ビジネス 

収益        

 外部顧客からの収益 157,978 80,850 104,056 137,213 308,866 427,306 229,409 

 セグメント間収益 9 1,535 2 2 12 124 9 

収益合計 157,987 82,385 104,059 137,215 308,879 427,431 229,419 

売上総利益 28,505 25,257 18,793 7,281 14,985 39,274 20,333 

営業活動に係る利益 4,707 7,069 5,069 △4,753 △13,114 11,901 7,512 

持分法による投資損益 1,576 192 2,174 9,656 11,774 588 2 
当期純利益又は当期純損失
(△)(親会社の所有者に帰属) 

2,645 3,279 4,326 3,548 △2,739 6,271 2,426 

セグメント資産 134,273 170,387 156,003 163,312 459,720 290,093 161,992 

 (その他の資産項目)        
持分法で会計処理されてい
る投資 

11,749 1,576 15,214 57,576 242,409 12,453 26,215 

資本的支出 3,009 1,701 12,897 9,967 4,199 698 941 
        

売上高（注）        

外部顧客への売上高 316,168 442,718 355,268 186,083 586,354 675,901 411,414 
  

  報告セグメント 

その他 調整額 連結 

 

  生活資材 
リテール 
事業 

計  

収益        

 外部顧客からの収益 175,530 157,172 1,778,383 31,317 － 1,809,701  

 セグメント間収益 104 447 2,248 358 △2,606 －  

収益合計 175,635 157,619 1,780,632 31,675 △2,606 1,809,701  

売上総利益 18,378 20,647 193,458 5,718 △1,489 197,688  

営業活動に係る利益 4,291 4,637 27,321 5,681 548 33,550  

持分法による投資損益 380 2,212 28,557 16 39 28,613  
当期純利益又は当期純損失
(△)(親会社の所有者に帰属) 

2,357 3,281 25,398 7,408 268 33,075  

セグメント資産 222,484 162,193 1,920,461 182,329 194,567 2,297,358  

 (その他の資産項目)        
持分法で会計処理されてい
る投資 

7,285 14,787 389,267 4,867 △78 394,055  

資本的支出 573 1,244 35,233 1,476 － 36,710  
        

売上高（注）        

外部顧客への売上高 876,179 220,273 4,070,362 34,932 － 4,105,295  
  
当期純利益又は当期純損失(△)(親会社の所有者に帰属)は、連結純損益計算書の当期純利益（親会社の所有者に帰属）

をもとに調整を行っております。 

当期純利益又は当期純損失(△)(親会社の所有者に帰属)の調整額268百万円には、当社において発生する実際の法人所

得税費用と、社内で設定している計算方法により各セグメントに配分した法人所得税費用との差異△962百万円、各セグ

メントに配分していない全社資産に関わる受取配当金等1,231百万円が含まれております。 
  
セグメント資産の調整額194,567百万円には、セグメント間取引消去等△86,421百万円、各セグメントに配分していな

い全社資産280,988百万円が含まれており、その主なものは当社における現預金等の余資運用資産及び有価証券等であり

ます。 
  

(注) 「売上高」は、日本の総合商社で一般的に用いられる指標であり、当社グループが当事者として行った取引額及
び当社グループが代理人として関与した取引額の合計であります。 
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株主資本等変動計算書 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益 
剰余金 
(繰越 
利益 

剰余金) 

利益 
剰余金 
合計 

2015年４月１日残高 160,339 152,160 3,110 155,271 23,819 23,819 △159 339,270 

当期変動額     － －  － 

剰余金の配当     △9,382 △9,382  △9,382 

当期純利益     9,407 9,407  9,407 

自己株式の取得       △2 △2 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額) 

        

当期変動額の合計 － － － － 25 25 △2 23 

2016年３月31日残高 160,339 152,160 3,110 155,271 23,844 23,844 △161 339,293 

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

2015年４月１日残高 34,848 △9,166 25,682 364,953 

当期変動額    － 

剰余金の配当    △9,382 

当期純利益    9,407 

自己株式の取得    △2 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額) 

△10,655 2,162 △8,492 △8,492 

当期変動額の合計 △10,655 2,162 △8,492 △8,468 

2016年３月31日残高 24,193 △7,003 17,190 356,484 
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(ご参考) 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益 
剰余金 
(繰越 
利益 

剰余金) 

利益 
剰余金 
合計 

2014年４月１日残高 160,339 152,160 3,110 155,271 30,109 30,109 △157 345,563 

会計方針の変更による
累積的影響額 

        131 131   131 

会計方針の変更を反映し
た2014年４月１日残高 

160,339 152,160 3,110 155,271 30,241 30,241 △157 345,694 

剰余金の配当         △5,629 △5,629   △5,629 

当期純損失(△)         △792 △792   △792 

自己株式の取得             △1 △1 

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 

                

当期変動額の合計 － － － － △6,422 △6,422 △1 △6,424 

2015年３月31日残高 160,339 152,160 3,110 155,271 23,819 23,819 △159 339,270 

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

2014年４月１日残高 14,813 △8,543 6,270 351,833 

会計方針の変更による 
累積的影響額 

      131 

会計方針の変更を反映し
た2014年４月１日残高 

14,813 △8,543 6,270 351,965 

剰余金の配当       △5,629 

当期純損失(△)       △792 

自己株式の取得       △1 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額) 

20,034 △622 19,411 19,411 

当期変動額の合計 20,034 △622 19,411 12,987 

2015年３月31日残高 34,848 △9,166 25,682 364,953 
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個別注記表 

 

重要な会計方針に係る注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

売買目的有価証券 

…時価法(売却原価は移動平均法により算定)によっております。 

満期保有目的の債券 

…償却原価法(定額法)によっております。 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)によっております。 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

(2) デリバティブ 

…時価法によっております。 

(3) 運用目的の金銭の信託 

…時価法によっております。 

(4) 棚卸資産 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

…個別法または移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

によっております。 

トレーディング目的で保有する棚卸資産 

…時価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)は定額法によっており

ます。 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 投資損失引当金 

関係会社等に対する投資損失に備えるため、投資先の財政状態や事業価値等を勘案して会社所定の基準により個別

に設定した損失見込額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えて、支給見込額を計上しております。 
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(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に費用処理しております。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

５．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約、通貨スワップ及び通貨オプションについては振当処理に、特例処

理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

外貨建取引の為替変動リスクに対して為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引を、借入金、貸付金、

利付債券等の金利変動リスクに対して金利スワップ取引、金利キャップ取引、金利オプション取引を、貴金属、穀物、

石油等の商品価格変動リスクに対しては商品先物取引、商品先渡取引等をヘッジ手段として用いております。 

(3) ヘッジ方針 

当社の事業活動に伴って発生する通貨、金利、有価証券、商品の相場変動リスクを回避するため、社内管理規程に

基づき、主としてデリバティブ取引によりリスクをヘッジしております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場

変動を四半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。 

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

６．その他計算書類作成のための重要な事項 

(1) 繰延資産の処理方法 

社債発行費は、社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 

(2) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(3) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
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貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 債務の担保に供している資産 

  (単位：百万円) 

 
当事業年度末 

(2016年３月31日) 

担保提供資産   

 投資有価証券 6,603 

合計 6,603 

対応債務  

 長期借入金(１年内返済分を含む) 120 

合計 120 
 

(注) 上記の担保に供している資産には、関係会社等の事業会社での借入枠に対して提供している資産を含んでおり

ます。 

 

(2) 取引保証金等の代用として供している資産 

  (単位：百万円) 

 
当事業年度末 

(2016年３月31日) 

投資有価証券(関係会社株式を含む) 37,836 

短期貸付金 72 

長期貸付金 7,719 

合計 45,628 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 5,506 百万円 

 

３．保証債務の明細 

 (単位：百万円) 

 
当事業年度末 

(2016年３月31日) 

関係会社の債務に対する保証 133,860 

第三者の債務に対する保証 9,340 

合計 143,201 
 

(注) 上記保証債務は、主として金融機関からの借入金に対する保証であり、保証類似行為による金額46,333百万円

を含んでおります。 

 

４．受取手形割引高 22,327 百万円 
 

(注) 輸出貿易信用状取引における銀行間決済未済の銀行買取残高を割引手形に準ずるものとして受取手形割引高に

含めており、その金額は6,447百万円であります。 

 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 109,579 百万円 

長期金銭債権 72,816 百万円 

短期金銭債務 47,724 百万円 

長期金銭債務 2,490 百万円 
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損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

関係会社に対する売上高 260,694 百万円 

関係会社からの仕入高 287,731 百万円 

関係会社との営業取引以外の取引高 40,441 百万円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 484,859 株 

 

税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

(繰延税金資産) 

  貸倒引当金損金算入限度超過額  23,391 百万円 

  投資有価証券評価損  30,401 百万円 

  合併差損  896 百万円 

  退職給付引当金損金算入限度超過額  2,702 百万円 

  繰越欠損金  23,911 百万円 

  その他  8,701 百万円 

 繰延税金資産小計  90,004 百万円 

 評価性引当額  △68,510 百万円 

 繰延税金資産合計  21,493 百万円 

 繰延税金負債との相殺  △20,304 百万円 

 繰延税金資産計上額  1,189 百万円 

     

(繰延税金負債)  

  関係会社株式に係る為替差損  △7,333 百万円 

  合併差益  △3,339 百万円 

  その他有価証券評価差額金  △9,253 百万円 

  その他  △377 百万円 

 繰延税金負債合計  △20,304 百万円 

 繰延税金資産との相殺  20,304 百万円 

 繰延税金負債計上額  －  

     

 繰延税金資産の純額  1,189 百万円 

 

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 2016年３月29日に「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する

等の法律」（平成28年法律第13号）が国会で成立したことに伴い、2016年４月１日以降に開始する事業年度より法人税率

が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率を、従来

の33.1%から、2016年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.9%に、2018年４月１日に開

始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.6%に変更しております。なお、この税率変更に伴う影響

は軽微であります。 
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関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社 

(単位：百万円) 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有 
(被所有)割合 

関連当事者との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員の兼任等 事業上の関係 

子会社 双日米国会社 
所有      
直接 100.0% 

兼任 
１名 

商品の販売 
及び仕入先 

債務保証(注)１ 20,779  -   -  

保証料の受取(注)２ 37  -   -  

子会社 
Sojitz Global 
Finance Plc 

所有      
直接 100.0% 

- 資金の貸付先 
資金の貸付(注)３ -  短期貸付金  15,211 

利息の受取(注)３ 18  -   -  

関連会社 
Mitsubishi Motors 
Philippines 
Corporation 

所有      
直接  49.0% 

- 
商品の販売 
及び仕入先 

商品の販売(注)４ 88,767  売掛金  19,518 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １．銀行借入等に対して債務保証を行ったものであります。 

２．保証残高に対して年率0.1％の保証料を受領しております。 

３．市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。担保は受け入れておりません。 

４．市場価格を勘案し、一般的取引条件と同様に販売価格を決定しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 284円96銭 

２．１株当たり当期純利益 ７円52銭 

 

重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

(備考)計算書類において、百万円単位の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

 


